
阿賀野市告示第１１５号 

 阿賀野市移住・就業支援事業における移住支援補助金交付要綱の一部を改正する要綱

を次のように定める。 

令和７年４月１５日 

                        阿賀野市長 加 藤 博 幸   

 

   阿賀野市移住・就業支援事業における移住支援補助金交付要綱の一部を改正する

要綱 

 阿賀野市移住・就業支援事業における移住支援補助金交付要綱（令和元年阿賀野市告

示第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「第３号又は第４号」を「第３号、第４号又は第５号」に、「第５号の要件」

を「第６号の要件」に改め、同条第１号ウ(イ)中「永住者、日本人の配偶者等、永住者

の配偶者等、定住者、特別永住者」を「出入国管理及び難民認定法による「永住者」、「日

本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」及び日本国との平和条約に基づき日

本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法に定める「特別永住者」」に改め、

同号ウ中(ウ)を(エ)とし、(イ)の次に次のように加える。 

   (ウ) 申請者は過去１０年以内に申請者を含む世帯員として移住支援金を受給し

ていないこと。ただし、移住支援金を全額返還した場合や過去の申請時に１

８歳未満の世帯員だった者が、５年以上経過し、１８歳以上となり、都道府

県及び市町村が認める場合を除く。 

 第２条第３号中イをウとし、アの次に次のように加える。 

   イ 移住先でテレワークにより勤務する（原則、恒常的に通勤しない。）こととし、

かつ週２０時間以上テレワークを実施すること。 

 第２条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

 (５) 関係人口に関する要件 次に掲げる事項のアとイに該当し、かつ、ウからカま

でのいずれかに該当すること。 

   ア 転入時において、年齢が満５０歳未満であること。 

   イ 市が主催し、又は参加する移住関連イベントで、対面での移住相談を３年以

内に行っていること。 

   ウ 阿賀野市内に土地を取得し就農する、販売農家であること。 

   エ 林業（日本標準産業分類の中分類０２林業に分類される業）に従事すること。 

   オ 水産業（日本標準産業分類の中分類０３漁業０４水産養殖業に分類される業）

に従事すること。 

   カ 家業（申請者にとって３親等以内の親族が代表、取締役などの経営を担う職
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務を務めている法人）に就業すること。 

 第４条中「就業先の就業証明書（第２号様式又は第２号様式の２）」を「就業先の就

業証明書（第２号様式、第２号様式の２又は第２号様式の３）」に、「同条第５号」を「同

条第６号」に改める。 

 第１０条第２号を次のように改める。 

 (２) 半額の返還 次に掲げる事項のいずれかに該当した場合 

   ア 第２条第１項第３号の要件を満たす移住支援金の申請日から１年以内に移住

支援金の要件を満たさなくなったとき。 

   イ 第２条第１項第５号の要件を満たす移住支援金の申請日から１年以内に移住

支援金の要件を満たさなくなったとき。 

   ウ 支援金の申請日から３年以上５年以内に本市から転出した場合 

 第１号様式を次のように改める。 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

第２号様式の２を次のように改める。 



 

第２号様式の２の次に次の１様式を加える。 



 

第３号様式を次のように改める。 



 

 

 

 



 

 

 

 

 



附 則 

（施行期日） 

この告示は、令和７年４月１５日から施行し、改正後の阿賀野市移住・就業支援事業

における移住支援補助金交付要綱の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

この告示による改正後の阿賀野市移住・就業支援事業における移住支援補助金交付要

綱の規定は、令和７年４月１日以降に転入した者に対して適用し、同日前に転入した者

は、なお従前の例による。 


